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≪第１章 地域福祉を支える人づくり≫
策定時 中間年度 目標年度
H29年度 R2年度 R4年度
(2017) (2020) (2022)

1

人が困っているとき、進んで助ける児童生徒
の割合
（義務教育課）

小学校
　８６．４％

中学校
　８７．２％

小学校
　８８．０％

中学校
　８８．０％

小学校
　９０．０％

中学校
　９０．０％

小学校　８９．６％
中学校　９０．６％
（R３.４月現在）

○

2
男女共同参画センターエンパワーメントセミ
ナー（チェリア塾）の修了生総数
（女性・若者活躍推進課）

３７１人 ４６０人 ５２０人 ４６６人 △

3
心のバリアフリー推進員養成数
（累計：2016(H28)年度～）
（障がい福祉課）

７９８人 ２，０００人 推進 ２，４１５人 ◎

4
福祉人材センターの紹介状を通した就職件数
（累計：2015(H27)年度～）
（地域福祉推進課）

４１７人 ６８５人 ９１５人 １，０００人 ◎

5
ボランティア活動の行動者率
（消費生活・地域安全課）

３２．１％
H28(2016)年

４０．０％
推進 データなし －

実績
R3年度
(2021)

目　標　項　目
進捗
状況

第３章 山形県地域福祉推進計画（第４期）の進捗状況等 

 

現行計画は平成 30 年度から令和４年度までを計画期間とし、数値目標を掲げています。最終

的な評価は令和５年度に行う予定としていますが、昨年度までの実施状況については以下のと

おりとなっています。 

また、県内市町村においては、令和４年４月時点で全市町村が市町村地域福祉計画の策定を

終えていますが、包括的な支援体制の整備に関する事項など、平成 29 年及び令和２年の社会福

祉法改正の内容を市町村計画に反映させるよう厚生労働省から求められていることも踏まえ、

県としても次期改定時に情報提供等を行っていきます。 

 

（１）計画の数値目標に係る評価（～令和３年度） 

◎：目標を達成したもの ○：概ね順調に推移 

△：達成が遅れている 又は策定時現状値を下回っているもの 

：データがないもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪第２章 福祉サービスの基盤づくり≫
策定時 中間年度 目標年度
H29年度 R2年度 R4年度
(2017) (2020) (2022)

6
福祉サービスの第三者評価事業の受審件数
（累計）
（地域福祉推進課）

４９件 ６０件 ６９件 ７８件 ◎

7
日常生活自立支援事業実利用者数
（地域福祉推進課）

７７９人 ９１７人 １，００９人 ９８７人 ○

8
生活支援コーディネーターの資質向上に向け
た研修受講者数（累計：2016(H28)～）
（高齢者支援課）

８４人 ２３４人 ３３４人 ４１９人 ◎

9
サービス付高齢者向け住宅の供給量
（建築住宅課）

１，３６９戸 １，５６３戸 推進 １，４４４戸 △

10
障がい者グループホームの利用者数
（年度末時点の利用者数）
（障がい福祉課）

１，２８２人 １，５４７人 推進 １，５０９人 ○

実績
R3年度
(2021)

目　標　項　目
進捗
状況
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≪第２章 福祉サービスの基盤づくり≫続き
策定時 中間年度 目標年度
H29年度 R2年度 R4年度
(2017) (2020) (2022)

11
デマンド型交通システム年間延利用者数
（総合交通政策課）

１３１千人 １３３千人 １３５千人 １４０千人 ◎

12

子育て世代包括支援センターを設置する市町
村数（母子保健コーディネーターを設置する
市町村数）
（子ども家庭支援課）

２１市町村 全市町村 全市町村 全市町村 ◎

13
地域包括支援センター現任職員研修受講者数
（累計：2015(H27)～）
（高齢者支援課）

１８０人 ３４８人 ４６０人
４４１人

（R2年度） ○

14
障がい者地域生活支援拠点等を整備する市町
村数（市町村間の連携による整備を含む）
（障がい福祉課）

０市町村 全市町村 全市町村 ３市町村 △

15
包括的な相談支援窓口を設置する市町村数
（地域福祉推進課）

７市町村 ２０市町村 全市町村 １６市町村 △

16
がん地域連携クリティカルパスの運用件数
（年度末時点）
（がん対策・健康長寿日本一推進課）

１，０５０件 推進 ２，０００件 １，９２４件 ○

17
医療的ケア児支援のための関係機関の協議の
場の設置
（障がい福祉課）

　　　　　０ 全市町村
県、全圏域及び
全市町村に各１

２７市町村 △

18
がん相談窓口における相談受理件数
（がん対策・健康長寿日本一推進課）

３，９０８件 推進 ７，４００件
６，１７９件
（R4.3.31） ○

19
県民相談相互支援ネットワーク会議の開催回
数

年１回 年１回 年１回 － －

20
高齢者虐待対応窓口職員向け研修の受講者数
（累計：2015(H27)年度～）
（高齢者支援課）

２３０人 ４４０人 ６０５人 ５０６人 ○

21
生活困窮者自立支援制度における任意事業に
係る未実施地域の解消
（地域福祉推進課）

６市 ８市 全１３市 １０市 △

22
子どもに対する学習支援等が実施されている
市町村数
（子ども家庭支援課）

３２市町村 全市町村 全市町村 ３２市町村 △

23
公営住宅の供給（累計：2016(H28)年度～）
（建築住宅課）

２，７４６戸 ４，５００戸 推進 ８，０００戸 ◎

24
自殺死亡率（人口10万対）
（地域福祉推進課）

１９．２
H29(2017)年

１７．０以下
R2(2020)年

１６．０以下
R4(2022)年

２０．１
R3(2021)年 △

25
バス事業者におけるノンステップバス導入率
（総合交通政策課）

６７．４％
H28(2016)年

７０．０％ 推進 ６８．８％ ○

26
高齢者（65歳以上の者）が居住する住宅のバ
リアフリー化率（一定のバリアフリー化）
（建築住宅課）

４４．６％
H25(2013)年

推進
７０．０％
R5(2023)年

４５．９％
H30(2018)年 △

≪第3章 県民が安心して暮らせる地域づくり≫
策定時 中間年度 目標年度
H29年度 R2年度 R4年度
(2017) (2020) (2022)

27
住民主体による地域づくりに係る活動拠点数
（くらすべ山形魅力発信課）

４０拠点
H28(2016)年

２００拠点 ２００拠点以上 ２３６拠点 ◎

28
地域福祉計画を策定している市町村数
（地域福祉推進課）

２９市町 ３２市町村 全市町村
全市町村

（R4.3.31現在） ◎

29
総合型地域スポーツクラブが行う活動への参
加者数
（スポーツ保健課）

２１，３００人
（想定値）

増加させる 増加させる
３０，７１３人
（R2.7月現在） ◎

実績
R3年度
(2021)

進捗
状況

実績
R3年度
(2021)

進捗
状況

目　標　項　目

目　標　項　目
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≪第3章 県民が安心して暮らせる地域づくり≫
策定時 中間年度 目標年度
H29年度 R2年度 R4年度
(2017) (2020) (2022)

30
住民主体の高齢者見守り・生活支援拠点数
（高齢者支援課） ３５箇所 １００箇所 １００箇所

－
９２箇所

（R2年度）
○

31
障がい者の委託訓練修了者における就職率
（雇用・産業人材育成課）

４１．４％ 推進 ５５．０％ ４６．６％ △

32
住民主体の高齢者の通いの場の箇所数
（高齢者支援課） ４７２箇所 ５５０箇所 ６１０箇所

－
１，５８８箇所

（R2年度）
◎

33
地域において公益的な取組を実施する社会福
祉法人の数
（地域福祉推進課）

３３法人 １２５法人
全法人

(251法人)
１６９法人 △

34
自主防災組織率
（防災危機管理課）

８９．５％
H30(2018).9.1

９５．０％ ９５．０％以上 ９１．８％
（R4.4.1） △

35
避難行動要支援者名簿等を作成している市町
村の割合 ①名簿、②個別避難計画
（防災危機管理課）

①９４．３％
②６０．０％

①１００％
②７４．２％

①１００％
②１００％

①１００％
②６２．９％
（R4.1.1）

△

36
雪害による死亡者数
（防災危機管理課）

３人
H27(2015)年度

０人 ０人 １２人 △

37
「やまがた除雪志隊」の登録者数
（消費生活・地域安全課）

５１６人
H27(2015)年度

９００人 推進 １，１５２人 ◎

38
学校安全指導者研修会の実施回数
（スポーツ保健課）

１回 ２回 ２回 ２回 ◎

目　標　項　目
実績

R3年度
(2021)

進捗
状況


